
69

アジアの経済発展 と

外国人専門家労働力の導入
一 シ ンガ ポ ー ル の 調 査 よ り一

小 保 内 弘子

序章 目的 と意義

シンガポールは知識集約化 を推進 し、近隣諸国地域内の経済センター

の地位 を確立することによって、さらなる経済発展 を目指 している(注1)。

1998年 のシンガポールの産業構造は、サービス産業が66%、 また製造業

においては電気産業が生産量の3/4に 上 っている。同国の経済発展 は、

GDPの50%に 上る高い国内貯蓄率が、GDPの35%に 達する国内投資 を

支えることによって実現されて きた。 このような投資が、製造業製品の

輸出競争力を高め、北米・欧州 を中心に近年のIT製 品の需要拡大のブー

ムに乗 り、1997年のアジア通貨危機後の不況を乗 り越 えることができた。

旺盛な投資は、高度な先進国の技術 を導入し輸出製品の付加価値 を高

めて きたが、この過程 を実現するには高度な技術を有する専門家が必要

となる。 これに加えて、金融の規制緩和を促進することによって、高度

な技術を有する金融専門家への需要 も高まった。さらに、先進的技術 を

導入するばか りではなく、 自ら研究 ・開発投資を行い高付加価値化 を推

進するため、研究者のニーズ も高 まっている。 シンガポールでは、先進

国にキャッチアップする過程 で、専門的労働力不足に絶 えず直面 してき

た。 アジア危機後の為替 レー トの相対的上昇,す でに世界の最高水準に

達 している一人当た り所得、中国のWTO加 盟による電気製品を中心 と

する輸出攻勢への懸念が高まっている。このような環境の中で、シンガ
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ポールにどれだけ専門家労働力が外国から流入するかは、シンガポール

の発展のみならず同地域の活性化 に重要な側面である(注2}。

専門家労働力の供給不足の問題 に対 し、政府は外国人労働を導入 した

結果(注3)、外 国人専 門家労働力 は1993年32000人 の規模 か ら、97年 には

53500人 全労働力の2.8%に 達 している(注4)。シンガポール政府は、優秀な

外国人労働力が世界中から流入 し定着することを国家の重要な政策 とし

て位置付 けている。最終的には、 シンガポール市民 となることまでも視

野に入れている(注5)。しか し、外国人労働力の定着率は低 く、欧米への労

働市場への通過点 と考えている傾向があると言われている。

シンガポールにおける外国人専門家労働力の調査 を、1998年に行 った。

この調査 を基礎に、外国人専門家労働力のシンガポール労働市場におけ

る労働供給期間の長 さを決定する要因 を明らかにす る。また、サンプル

をア ジア域内と他 の欧米諸国を中心としたアジア域外の二つに分類 し、

両地域からの外国人労働力の労働供給活動 を比較分析 し、各々の特徴 を

あげてゆ く。

第一章 シンガポール労働市場 における外国人専門家労働

力の位置付 け

シンガポール国内の専門家労働力の不足に対 し、 シンガポール政府は

積極的に外国人専 門家労働力を導入してきた。 シンガポール政府の外国

人労働者導入政策は、市場の需給状況の中で判断されてきた(注6)。専門家

労働市場の需給に関する統計をまとめたものが、表1.1で ある。表の① と

③(注7)から、平均1.5%の 専門家が離職 し、2.5%規 模の新 たな就業が行な

われている。また求人に対 し4%程 度の空 白率が発生 している。この よう

に、シンガポール労働市場における専門家労働力不足の状況が見 られる。

シンガポール労働市場における外国人専門家労働力調査 を、1998年9

月か ら11月の期間に行った。調査の内容は、現在の職業に至 るまでのジョ

ブホ ッピング、現在の職業への労働供給活動の状況 を中心 としたもので
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表1.1シ ンガ ポー ル の専 門家(2)労働 市場

表 の タイ トルω 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997

①(%) 2 2.4 2.i 2.6 2.2 2.1 2.1 2.5 2.4 2.5 2.5

②(%) 1.3 1.5 L7 1.8 L6 1.5 1.6 1.8 1.8 1.8 1.9

③(%) 3.5 3.7 4.] 4.3 3.5 3.4 3.5 3.E 4.1 3.9 3.5

④(人) 591 713 397 381 766 948 1090 1426 1479 1725 1779

⑤(人) 458 249 119 97 112 102 100 123 132 316 272

⑥(人) 1168 605 339 255 228 246 217 251 271 433 487

⑦(人 〉 69 51 20 14 16 21 18 25 15 18 20

注:(1)表 の項 目は 以 下 で あ る。

① 月平 均 就 業率

② 月平 均 離職 率

③JobVacancyRate

④ 離 職 者 数

⑤ 年 末 の 失 業者 数

⑥ 年 間 の 新 規失 業 者 登録 者数

⑦ 職 業 紹 介 所 を通 して再 雇用 が 決 ま った 人数

(2)専 門家 とは 、Professional,Technical,Administrative,Managerial,Execu・

tive,andRelatedEmployees.で あ る。

出所:1997SingaporeYearBookofManpowerStatistic=.

あ る。 調 査 件 数 は75件 で あ り、 内女 性20件 男性55件 で あ る。 以下 、 シ ン

ガ ポー ル 労 働 市 場 の デ ー タ と比 較 し、 調 査 した デー タの 特 徴 を述 べ る。

1.1性 別 ・年 令 別 構 成(表1.2参 照)

シ ン ガ ポー ル調 査 の 年 令 構 成 は 、全 体 の76%が25-39才 層 に 集 中 し、

シ ン ガ ポ ー ル の年 令 構 成 よ り も若 い 。 シ ン ガ ポー ル 調査 の 女 性 の 年 令 構

成 は、20-29才 層 と35-39才 層 に80%が 集 中 して い る。 一 方 シ ン ガ ポ ー

ル 調 査 の 男 性 の年 令 は 、25-39才 層 に82%が 集 中 して い る。 シ ン ガ ポ ー

ル 調 査 の 年 齢 構 成 は 、男 女 と もに シ ン ガ ポー ル よ り も若 い構 成 で あ っ た。

1.2性 別 ・教 育 水 準 別 構 成(表1.3参 照)

シ ン ガ ポー ル調 査 は外 国 人 専 門 家 を対 象 と して い る ため 、 大卒 以 上 の

教 育 水 準 が86.8%と 大 部 分 を 占め て い る。 しか し、6人 が専 門 学 校 卒 、
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表1.2性 別 ・年 齢別 構成

シンガ ポー ル調査 と シンガ ポール の比 較

全体の年齢構成の比較 女性の年齢構成の比較 男性の年齢構成の比較

調査 比率 シンガポーノ即 調査 比率 シンガポーノ即 調査 比率 シンガポー;μ1}

20～24 8 10.7% 11.1% 4 20.0% 14.3% 4 7.3% 8.9%

25～29 21 28.0% 14.9% 6 30.0% 18.4% 15 27.3% 12.5%

30～34 22 29.?% 15.7% 1 5.0% 16.6% 21 38.2% 15.1%

35～39 14 18.7% 15.3% 5 25.0% 14.E% 9 16.4% 15.E%

40～44 6 8.0% 14.2% 1 5.0% 13.(% 5 9.1% 15.0%

45～49 0 0.0% 11.9% 0 0.0% 10.f% 0 0.0% 12.9%

50～54 3 4.0% 6.8% 2 10.0% 5.9% 1 1.8% 7.8%

55～59 1 1.3% 4.3% 1 5.0% 2.9% 0 b.o% 5.3%

総労働力 75 100.0% 100.0% 20 100.E% 100.0% 55 100.(% 100.0%

注(1)シ ンガ ポールの総労働 力は、 シンガポールの雇用者数 を用いた。20才 か ら

59才 の雇用 されている労働 力人 口は、総雇用者数の95%に 達 している。

表1.3性 別 ・教 育水 準別 構 成

シンガポール調査

教育水準 全体 比率 女性 比率 男性 比率

1 12 16.0% 3 15.0% 9 16.4%

2 25 33.3% 8 40.0% 17 30.9%

3 28 37.3% 9 45.0% 19 34.5%

4 6 8.0% 0 0.0% 6 10.9%

5 4 5.3% 0 0.0% 4 7.3%

75 100.0% 20 100.0% 55 100.0%

シ ンガ ポー ル

Degree23794812.i%89250116%148699134%

注:教 育 水 準 の 区 分 は 、1.Ph.D2.Master3.Degree4.Diploma5.Post

Secondary

出 所:シ ン ガ ポ ー ル の 統 計 は 、ReportontheLabourForceSurveyofSigapore

1997
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ま た4人 が 高校 卒 の 教 育 水 準 で あ っ た。 女 性 は全 員 大 学 卒 業 以 上 で 、 内

3人 が 博 士 取 得 者 で あ っ た。男性 の 博 士 取得 者 の 比 率 は16%で 、女 性 の 比

率 とほ ぼ 等 しか っ た。 また 、 シ ンガ ポー ル の 労 働 市 場 に お け る大 卒 の 比

率 は 、 全 体 で は12.7%、 女 性11.6%男 性13.4%で あ っ た。

1.3性 別 ・産 業 別構 成(表1.4参 照)

シ ンガ ポー ル の 産 業 別 就 業 比 率 を見 る と、Manufacturing(22.6%)→

Commerce(21.8%)→CommunitySocialandPersonalServices

(21.3%)の 順 で あ る。 女 性 は 、CommunitySocialandPersonalSer-

vices→Commerce→Manufacturingの 順 で あ る。男 性 はManufactur-

ing→Commerce→CommunitySocialandPersonalServicesの 順 で

女 性 の 構 造 と逆 で あ る。 シ ン ガ ポー ル調i査 で は 、 専 門家 労 働 力 の 多 い産

業 を選 ん で 調 査 し た た め 、Manufacturing(21.3%)、Transportation

(13.3%)、FinancialInsuranceRealEstateandBusinessServices

(25.3%)、CommunitySocialandPersonalServices(25.3%)の4

表1.4性 別 ・産業別 構 造

シ ンガ ポー ル 調査 とシン ガ ポー ル の比較

産業ω
調査
(全体)

比率 シンガポーノμ21
調査

(女性)
比率 シンガポール

調査
(男性)

比率 シンガポール

1 16 21.3% 22.f% 2 10.0% 22.2% 14 25.E% 22.9%

2 1 1.3% 6.f% 0 0.0% 2.3% 1 1.8% 10.0%

3 0 0.0% 21.E% 0 0.0% 22.E% 0 0.0% 21.0%

4 10 13.3% 11.5% 1 5.0% 6.2% 9 16.4% 15.1%

5 29 38.7% 14.9% 6 30.0% 18.3% 23 41.8% 12.6%

6 19 25.3% 21.3% 11 55.(% 27.7% 8 14.5% 17.0%

総雇用者数 75 100.0% 100.0% 20 100.0% 100.0% 55 100.0% 100.0%

注:(1)産 業 は 、1Manufacturing,2Constmction,3Commerce,4Trans-

portStorageandCommunications,5FinancialInsuranceRealEsate

andBusinessServices6Community,Socia且andPersonalServices

(2)シ ン ガt一 ル の 統 計 はReportontheLabourForceSurveyofSingapor・

e1997Table22EmployedPersonsAgedFifteenYearsandOver,Sex

andIndustry,1997
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つ の 産 業 に 集 中 した 。

シ ン ガ ポー ル調 査 の 女 性 の サ ンプ ル は 、CommunitySocialandPer・

sonalServices(55.0%)に 、 男 性 の サ ン プ ル はManufacturing(25.5%)

と、FinancialInsuranceRealEstateandBusinessServices(41.8%)

に大 き くか た よ っ て い る。

1.4性 別 ・職 業 別 構 成(表1.5参 照)

シ ンガ ポ ー ル 調 査 では 、 産 業 構 成 を 反 映 しエ ン ジニ ア(29.3%)・ 研 究

職(21.3%)・ 金 融 専 門家(28.0%)の 三 つ の 職 業 に 集 中 して い る。 男 性

の 構 成 比 率 は 、 そ れ らの 三 つ の職 業 を 中心 に 調 査 を行 っ て い る。 こ れ に

表1.5性 別'・職業 別 構 成

(1)シ ンガポー ル調査

職業ω 全体 比率 女性 比率 男性 比率

1 22 29.3% 3 15.0% 19 34.5%

2 5 6.i% 1 5.0% 4 7.3%

3 16 21.3% 5 25.0% 11 20.(%

4 21 28.0% 5 25.0% 17 30.f%

5 6 8.0% 5 25.0% 1 1.8%

6 5 6.7% 1 5.0% 3 5.5%

75 100.0% 20 100.0% 55 100.0%

(2)シ ンガポール労働 市場における専門家 の比率②

専門的職業 シンガポ

ール全体

全体 に占

める比率

女性 全体 に 占

め る比率

男性 全体に 占

め る比率

1 230202 12.E% 50749 6.8% 179453 16.6%

2 164114 9.0% 58609 7.8% 105505 9.8%

専門家の比率 21.5% 14.6% 26.4%

注(1)職 業 の 内容 →1エ ン ジ ニ ア2外 国語 教 員3研 究 職4銀 行 業 務5大

学 教 員6そ の他(秘 書 ・医 者)

(2)シ ンガ ポー ル の職 業 の 内容 は 、1Legisrator,SeniorOfficials,andMan・

agers2Professionals
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対 し、 女 性 の 構 成 比率 は、 エ ン ジ ニ ア の 比 率 が 低 くな り、 代 わ っ て大 学

教 員 の 比 率 が 高 くな っ て い る。

シ ン ガ ポー ル の 労 働 市 場 に お け る 専 門 家 職 業 を 示 す 統 計 は 、1 .

Legisrator,SeniorOfficials,andManagersと 、2 .Professionalsで

示 して い る。 これ を表 の(2)に 掲 載 した。 シ ン ガ ポー ル労 働 市 場 で は5人

に1人 が 、 専 門 的 職 業 に 就 い て い る と言 う成 熟 した 状 況 に あ る。 専 門家

労 働 力 の構 成 で は 、 男 性 と女 性 の 構 成 比 率 は 異 な っ て い る。 女 性 は2の

Professionalsの 比 率 が 高 い 一 方 、 男 性 はLegisrator,SeniorOfficials,

andManagersの 比 率 が格 段 に 高 い 状 況 に あ る。 シ ン ガ ポ ー ル の 職 業 構

成 比 率 で は 、 女 性 は7人 に`1人 の 比率 で、 男 性 は4人 に1人 の 比 率 で専

門 職 に従 事 して い る。

第二章 シ ンガ ポー ル労働市 場 にお け る外 国人専 門家 の賃

金 水準(表2.1参 照)

2.1教 育水準 と賃金構造(表 上の項 目 「教育水準」参照)

表のシンガポールには、同国の大卒以上の学歴を持つ労働力の賃金水

準の分布を示 している。このカテゴり一に属す る労働力の31%が 、最高

賃金水準の12に ランクされている。一方調査 した外国人労働力は20%で

あった。最高水準の賃金 を取得 している労働力の比率は、シンガポール

労働力のほ うが高い。 シンガo_ル 全体の賃金構造は、9と12に 二つの

山がある構造だが、シンガポール調査 でも同様の賃金分布 を示 した。

2.2産 業別賃金構造(表 上の項 目 「産業別」参照)

製造業 と金融業の産業別賃金構造 を調べ、それを表2.1の 項 目「産業別」

の欄 に示 した。「シンガポール」には、この二つの産業に就業するシンガ

ポールの労働力の賃金分布が示されている。 シンガポールの金融業の賃

金水準は、 シンガポールの産業別賃金構造において最 も高いが、製造業

の賃金水準 との格差が大 きいことが、表か らも明確である。

一方、「調査」の欄では、調査 した外国人労働の製造業 と金融・研究及
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表2.1シ ンガ ポー ル 専 門家労働 力 の賃 金構 造

教育水準 産業別 職業別

シンガ

ポーノμ21
調査 シンガポール 調 査 シンガ ーllk'; 調 査(5)

賃金水 準ω 製造業 金融 製造業 定 義}3) ① ② ③ ④

1 0.7% 1.0% 1.1% 0.6% 0.3%

2 0.4% 3.0% 1.7% 0.4% 0.2%

3 0.2% 7.9% 2.5% 0.6% 0.2%

4 0.4% 10.6% 32% 0.4% 0.3%

5 1.5% 22.7% 13.6% 4.3% 2.5%

6 4.5% 5.3% 15.7% 16.1% 12.5% 4.2% 6ユ% 5.8% 9.1%

7 10.E% 12.0% 11.8% 15.1% 12.5% 10.4% 11.8% 13.1% 9.5% 13.6%

8 9.3% 13.3% 6.]% 9.3% 12.5% 10.9% 7.7% 11.7% 9.5% 13.E%

9 18.6% 22.7% 8.6% 13.4% 43.8% 10.9% 18.7% 22.8% 9.5% 50.0%

10 112% 14.7% 3.9% 6.4% 0.0% 18.8% 11.2% 12.8% 14.3% 4.5%

11 12.1% 12.0% 2.8% 5.0% 12.5% 14.E% 11.3% 10.5% 19.0% 4.5%

12 30.9% 20.0% 6.0% 12.6% 6.3% 29.2% 27.0% 19.9% 38.1% 4.5%

サンプルの合計232034754140822735491648232021641142122

注(1)賃 金 水 準 は 以 下 の区 分 で あ る。

1.Under$4002.$400一$5003.$600一$7994.$800一$999

5.$10000一$14996.$1500一$19997.$2000-24998.$2500一$2999

9.$3000一$399910.$4000一$499911.$5000一$599912.$60000ver

(2)シ ン ガt一 ル の 統計 はDegre'の 項 目 を使 っ た。

(3)外 国 人労 働 の 産 業別 「定義 」 とは、 調査 票 の産 業 別 項 目0金 融 ・研 究 及 び,

教育 機 関 を合 計 して示 した数 字 で あ る。

(4)職業 別 の統 計 は、①Lagislators,SeniorOfficialsandManagers.②

Professionals.の 二 つ で あ る。

(5に ごで 取 り上 げた職 業 は、③ は金 融 ブ ロー カー 及 び大 企 業 の マ ネー ジ ャー 、

④ で は エ ン ジ ニア で あ る。

出所:ReportonTheLabourForceSurveyofSigapore1997
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び 教 育 機 関 の二 つ の 産 業 区 分 を取 り上 げ 、 そ の 賃 金 分 布 を示 した。 これ

をみ る と、 製 造 業 の 専 門 家 外 国 人 労 働 力 で は 、9の ラ ン クの 賃 金 水 準 に

43%が 集 中 して い る。 また 「金 融 及 び研 究職 」 に示 し た産 業 部 門 で は 、

12の ラ ン ク に29%が 集 中 して い る。同一 産 業 内 の 賃 金 を、「シ ン ガ ポー ル」

と 「調 査 」 の 問 で 比 較 す る と、 外 国 人 労 働 力 の 賃 金 分 布 が 極 め て 高 い 水

準 に あ る こ とが 示 さ れ た 。

2.3職 業 別 賃 金 構 造(表 上 の 項 目 「職 業 別 」 参 照)

同一 産 業 内の さ ま ざ ま な職 業 は 、 一 般 的 に 労 働 力 の 教 育 水 準 に よ っ て

配 分 され る こ とか ら、 職 業 別 の賃 金 構 造 の 比 較 を通 じ、 シ ンガ ポー ル 労

働 市 場 に お け る外 国 人専 門 家 労 働 力 の 賃 金水 準 の位 置 付 け を行 う。

シ ン ガ ポー ル 賃 金 統 計 に 掲 載 され て い る専 門家 とは 、A:Legislators,

SeniorOfficialsandManagersとB:Professionalsの 二 つ で あ る。 そ

こ で、A:Legislators,SeniorOfficialsandManagersの 統 計 に 対 応 し、

シ ン ガ ポー ル調 査 の 「金 融 ブ ロ ー カー 及 び 大 企 業 経 営 者 」 の 賃 金 水 準 を

対 応 し、 表2.1の 「職 業 別 」の 項 目の 「外 国 人 労 働 」の ③ に示 した。 一 方

B:Professionalsの 統 計 に 対 し、 シ ン ガ ポ ー ル 調 査 の 「エ ン ジニ ア 」 を

対 応 し、 「外 国 人 労 働 」の ④ に そ の 賃 金 分 布 を示 した 。 前 者 の サ ン プ ル 数

は21で 、 総 数75件 の28%を 占め て い る。 ま た後 者 の 「エ ン ジニ ア 」 の サ

ン プ ル 数 は22で 、 全 体 の29%を 占め て い る。

こ れ ら二 つ の 職 業 の 賃 金 構 造 を見 る と、「金 融 ブ ロー カー 及 び大 企 業 の

経 営 者 」 は 、賃 金 水 準12に38%さ ら に11の 水 準 を加 え る とサ ンプ ル 総 数

21件 の57%が ラ ン ク され 、 シ ンガ ポー ル の 同 種 の職 業 の 賃 金 分 布 よ り格

段 に 高 い構 造 を示 した 。 一 方 「エ ン ジ ニ ア 」 は、9の 水 準 に50%が 集 中

し、 さ らに6か ら9の 賃 金 水 準 で は全 体 の90%に の ぼ り、 シ ン ガ ポー ル

全 体 の 水 準 よ り低 い状 況 に あ る こ とが示 され た。

2.4ま とめ

図2.2に 示 し た よ うに 、 調 査 し た外 国 人 専 門家 労 働 力 全 体 の賃 金 分 布

は 、9と12の 賃 金 水 準 に20%以 上 の 山 が あ り、 シ ンガ ポ ー ル の大 卒 の 賃
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図2.2シ ンガポールにおける外国人専門家の賃金構造

35.0%

撒

lil

澤麓鮒芳
賃金水準

ロ 大卒 シンガポール 人

■ シ ンガ ポール調査

金構造 とほぼ近似 している。 このことを職業や産業から分析すると、シ

ンガポール調査の第一の山である・9の賃金水準には、製造業のエンジニ

アの職業が集中している。 また、研究職や金融部門専門家及び大企業の

経営者 という高額所得者層が12の 水準に集中していることを反映 してい

る。以上のことか ら、1998年 のシンガポール調査において、外国人専門

家労働に対す る賃金がシンガポール労働市場の中で相対的に高いという

現象は見られなかった。

第三章 外国人専門家のシンガポール労働市場での労働供

給活動

1998年 のシンガポール外国人専 門家労働力調査 を基礎に、彼 ら彼女ら

のシンガポール滞在期間(労働供給期間)の 決定要因について推計 を行っ

た。推計式の従属変数には、調査項 目の「シンガポール滞在期間」を使っ

た。本来、労働供給関数の計測では、現在の職業に対す る労働時間数を

従属変数にとる。 しか し、外国人専門家は、専門家 としての就労ビザを

取得 し流入している。また就労時間は契約上決 まっていることや、現在
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までのシンガポールの滞在期間は、 シンガポールでの彼 ら彼女 らが就業

できる職業の条件によって意思決定 されてきたものである。したがって、

従属変数に 「現在までのシンガポール滞在期間(就 労による滞在期間)」

を採用 した。

説明変数 として、①年令②性別③地域別④賃金⑤職業⑥教育水準の6

っの項 目を使 った。その内容 を以下に説明す る。

① 年令は、回答者の年令 をそのまま使った。

② 性別の項 目では、女性は0男 性は1の ダミー変数 を使った。

③ 地域別:サ ンプルではアジア域内 と、アジア以外の地域(以 上表

3.1と3.2参 照)か らの二つの地域に区分で きる。発展の程度や文

表3.1ア ジア地域からの性別流入状況 表3.2ア ジア域外からの性別流入者

数性別

出 身 国 男性 女性 合計

China 10 1 11

India 5 3 8

Indonesia 3 3

Japan 3 1 4

Malaysia 4 3 7

Nepal 1 1

Philippines 1 1

SouthKorea 1 3 4

Srilanka 1 1

Thailand 1 1 2

VietNam 1 1 2

合計 30 14 44

注 出身国 とは、パ スポー ト発券 国を

指 す。

性別

出 身 国 男性 女性 合計

Australia 5 1 6

Austria 1 1

Canada 2 2

Denmark 1 1

France 1 1

Hungary 1 1

Ireland 3 3

Netherland 1 1

Norway 1 1

SouthAfrica 2 2

Todnidato&Tobaco 1 1

UK 3 1 4

USA 4 3 7

合計 25 6 31
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化的側面か ら、これ らの地域を区分 し計測を行 うことは有効だ と

し、地域ダ ミーによる計測を行 った。アジア域外の地域 を1と し

アジア地域は0と した。

④ 賃金:質 問票では、サラ リーの水準 を12段 階に設定 した。その項

目をそのまま採用 した。

⑤ 職業:調 査 では、エンジニア と金融専門家及び企業経営者のサン

プルに集中 している。またシンガポールの今後の重点産業を考慮

し、エ ンジニアと 金融専門家及び企業の経営者 とその他の職業

の3つ のカテゴリーに区分 し、ダミー変数による処理を行 った。

⑥ 教育水準:英 語圏の大学及び大学院での就学者の拡大が、専 門家

労働力の流動性を加速させている。このような観点か ら、教育水

準では大学院レベルの移動に焦点を当て、教 育水準に関 し博士取

得 レベル ・修士取得 レベル ・その他 の3つ にカテゴライズし、ダ

ミー変数による計測 を行 った。

以上の ような説明変数 と従属変数を使い、(1)外国人専門家労働力の労

働供給活動(2)ア ジア域内からの外国人専 門家の労働供給活動 さらに、

(3)アジア域外か らの外国人専 門家の労働供給活動に区分 し計測を行 っ

た。 その結果は表3.3に 示 した。以下の春節では、結果をまとめる。

(1)外 国人専 門家労働力のシンガポールでの就業決定要因

75サ ンプル全体の推計結果は、,表3.3の(1)で ある。

符号がプラスとなった項 目は、年令 ・地域別 ・給与水準 と教育水準の

修士課程であった。つまり年令は高 くなるほ ど、滞在期間は上昇 してい

ることが示 された。年齢の計測は有意で、 シンガポール労働市場での労

働供給期間に対 し、年令が影響 を与えていることを示 している。

地域別の係数はプラスでかつ、高い係数 を示 した。このことは、地域

によ りシンガポール労働市場での労働供給活動に相違があ り、アジア域

外か らの流入者の方が、シンガポール労働市場での定着率が高いことが

示された。
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給与水準の項 目では、理論的な符号条件 を満 たしているものの、有意

水準ではない。また、教育水準では修士レベルの外国人専門家は、シン

ガポールでの労働供給期間が長 くなる傾 向を示 している。 またその係数

は、15.2649と 説明変数の中で最 も高 く、修士 レベル外国人専門家の シン

ガポール労働市場での供給活動が,積 極的であることをうかがわせ る。

一方、符号がマイナスとなった項 目は、性別 ・二つの職業および教育

水準の博士レベルの各々であった。性別では、女性の方がシンガポール

労働市場での労働供給活動期間が上昇す る傾向 を示 した。 また、シンガ

ポール労働市場におけ る需要が高いエンジニアと金融専門家及び企業経

営者の活動は、マイナスを示 し定着力は低 くフレキシビリティーが高い

ことをうかがわせ る。しか しこの説明変数のt値 が低いことか ら、もう少

しこれらの職業のサンプルを収集 し分析する必要がある。まだ、博士レ

ベルの専門家外国人の労働供給活動は、修士 レベル とは異なり、シンガ

ポールでの労働供給活動を短縮 させる傾向にある。

(2)ア ジア域内か らの外国人専門家の労働供給活動

アジア地域 とは、東アジア ・東南アジア ・南アジアを指 している。 こ

の調査では、出身地域別外国人専門家は表3.1に 示すとお りである。サ ン

プル数は41件 であった。

推計結果は、表3.3の ②に示す通 りである。符号がプラスとなった変数

は、年令 と教育である。年令は高いほ ど、 シンガポール労働市場での労

働供給活動期間が長い。年令の係数は3.95で 、教育に比べてシンガポー

ル労働市場への労働供給期間への影響度は小 さいものの、説明変数 とし

ての信頼性は高い結果 となった。一方教育水準では、博士や修士の大学

院レベルの教育水準 を有 したアジア域内からの外国人流入者は、 シンガ

ポールでの労働供給期間を長 くす る傾向にあり、定着度が高いことを示

している。特に、修士の係数は32.67と 高 くt値 も十分高 く、この変数の

説明力 と従属変数への影響度の高さを示 した。

一方、マイナスを示 した項 目は、性別 ・給与水準 ・職業の項目である。
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表3,3シ ンガ ポー ル労働 市 場 に流 入す る外 国人専 門家の 労働 供給 活動

(1)調 査全 サンプルの計測

サ ンプル全体の流入者の行動

係数 標準誤差 t一 位

(定数) 一89 .89605 35.54650 一2
.52897

年令 3.26101 0.86385 3.77498

性別 一12
.71220 12.29051 一1

.03431

地域別 14.36179 3.47236 1.28579

給与水準 2.63819 14.41146 0.75977

エ ン ジニ ア 一6 .00221 13.51316 一 〇
.41649

金融 一9
.333072 16.95224 一 〇

.69061

博士 一15
.9001E 11.58598 一 〇

.93794

修士 15.26494 11.16963 1.31754

R2乗0.3634

従 属 変 数:シ ンガ ポ ー ル滞在 期 間

サ ン プ ル数75件

(2》 ア ジ ア域 内

ア ジア域内か らの流入者の行動

係数 標準誤差 t一 億

(定数)
一61

.07097 43.80240 一1
.39424

年余 3.95175 1.36789 2.88894

性別 一11 .10977 14.86520 一 〇
.74737

給与水準 一1
.29845 4.29032 一 〇

.30265

エ ン ジニ ア 一22
.62446 15.45558 一1 .46384

金融 一39
.16891 19.26133 一2

.03355

博士 13.96495 23.2611E 0.60035

修士 32.67385 15.26903 2.13988

R2乗 層0.4739

従 属 変 数:シ ン ガ ポー ル 滞在 期 間

サ ンプ ル 数44件



83

(3}ア ジ ア域 外

アジア域外 からの流入者 の行動

係数 標準誤差 t一値

(定数)
一86

.60029 57.73733
' 一1

,49990

年令 3.05363 1.18138 2.58480

性別 一31
.20162 26.17789 一1

.19191

給与水準 3.14202 6.01922 0.52200

エ ン ジニ ア 25.84308 33.24386 0.77738

金融 20.70259 22.96931 0.90132

博士 一41
.22946 26.90070 一]

.53265

修士 8.72214 24.01552 0.36319

R2乗0.3720

従属変数:シ ンガポール滞在期間

サンプル数31件

性別 では、アジア域内か ら流入す る女性において も同様に、 シンガポー

ルでの労働供給期間を長期化する傾向を示 した。また、給与水準では、

アジア域内からの流入者は、マイナスの符号 を示 したが、この係数は一

1.30と 低 く、賃金水準 と外国人労働力の労働供給期間の決定要因 との関

係についてさらなる研究が求め られる。

職業の二つの項 目(エ ンジニア・金融)は 、 ともにt値 が高 く、説明変

数の有効性が証明された。係数 を見ると、金融専門家及び企業経営者は一

39.17、 一方エンジニアの係数は一22.62と ともにマイナスの符号 を示 し

た。 シンガポールが重点産業 としている金融 と製造業の中核 を担 う二つ

の職業に従事す る外国人専門家労働力の供給期間は短縮す る傾 向を示

し、 シンガポール経済に とって望 ましいことではないと考 えられる。

(3)ア ジア域外か らの外国人専門家の労働供給活動

本調査でのアジア域外の諸国 とは、表3.2に 示す とお りである。サンプ

ル数 は31件 であった。

推計結果は、表3.3の(3)に 示す通 りである。符号がプラスとなった変数
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は、年令 ・給与水準 ・職業の二つの項 目(エ ンジニア ・金融)さ らに教

育水準の修士の項 目の係数である。年令はアジア域 内と同様 に、年令が

高まるにつれて労働供給期間が長 くなる。係数は3.05と ほぼアジア域内

の係数 と同じ影響度 を示 した。 また、アジア域外においても、年令の推

計値は有意水準にあることが示 された。

給与水準は、アジア域内の符号 と異な りプラスを示 した。しか しt値 が

低 く今後の研究が求められる。二つの職業の推計値はプラスでしかも高

い係数が示 されたが、t値が低 く説明力が低い。一方、二つの教育水準の

符号は異なった。修士はプラスとなったが、t値 は低 く十分 な説明力を

持ってはいない。

推定結果がマイナスの符号 を示 した独立変数は、性別 と博士の教育水

準である。アジア域外からの専門家労働力の男女間の相違は大 きい。こ

の係数は一31.20で 、大きく労働供給期間に影響 を与え、女性の方が男性

よりも31ヶ 月長 くシンガポール労働市場に定着 している。 またアジア域

内か ら流入す る女性の三倍の長さとなっている。 また、博士 レベルの専

門家の、シンガポール労働市場への労働供給期間は短 くなる傾向を示 し、

この係数 はきわめて高く、欧米および大洋州か らの専門家の定着期間は

他の教育 レベルよりも41ヶ月減少する傾向にある。

第四章 シンガポ「ル労働市場 に流入す る外国人専門家の

労働供給期間の決定要因 結論

以上第三章では、 シンガポール労働市場への外国人専門家労働力の労

働供給活動について、①全体の活動の推計の結果 を見ると、出身地域の

係数が高 くまた有意であることか ら、②アジア域内と③アジア域外に区

分 し、両地域の外国人専門家労働力の労働供給期間の決定要因を計測 し、

その結果を示 した。両地域 ともに、性別 ・教育 ・職業の係数が高いとい

う共通の結論 を得 た。そこで、この三つの項 目を中心に考察 し、各地域

内か らの専門家労働力の労働供給活動についての以下の結論 を得た。
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(1)年 令 と労働供給期間:ア ジア域内の専門家と、アジア域外からの

専門家の労働供給期 間に与える 「年齢」の影響は、ほほ伺 じであ

り、年令が高いほどシンガポール労働市場での労働供給期間は上

昇 し、定着性 を高める傾向を示 した。 しかし他の変数に比べて係

数が低 く、労働供給期間に対す る影響度は低 いと言える。

(2)性 別 と労働供給期間:ア ジア域内と、域外の女性専門家労働力の

労働供給期 間は、男性 よりも長 くなる傾向が示された。アジア域

外か らの女性専門家労働力のシンガポールでの労働供給意欲は高

い。アジア域外からの女性 と男性の労働供給期間の格差は、アジ

ア域内の女性 と男性の格差の3倍 を示 した。

(3>職 業別 と労働供給期 間:こ の変数の係数は、両地域 ともに高いが、

両地域の符号は対照的である。アジア域内のエンジニアおよび金

融専門家や企業経営者のシンガポールでの労働供給期間は、マイ

ナスの符号を示 し、短 くなる傾向にある。アジア域外か らの同職

種の専門家労働力は、プラスの符号 を示 し長期化す る傾向を示 し

た。実際のデー ターを見ると、アジア域内では、同地域か らの他

の職種に就業す る労働力に比べて、それぞれ22ヶ 月および39ヶ 月

短いという傾向が観察 された。一方、アジア域外か らの両職種の

労働力は、同地域から来ている他の職種に比べて、 シングポール

滞在期間を、それぞれ25ヶ 月お よび20ヶ 月長 くしていることが示

された。

(4)教 育水準 と労働供給期間:ア ジア域 内 ・域外 ともに、修士の推計

値がプラスを示 し、両地域か らの修士レベルの外国人専門家のシ

ンガポール労働市場での定着率が高いことを示 している。一方、

アジア域外か らの専門家労働力の博士取得者の係数はマイナスで

さらに、定数項 を除いた全ての係数の中で最 も…大きな値を示 し、

フレキシビリティーの高さを示 している。 ・
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〈注 〉

注12000年 の 経 済 発 展 戦 略 に つ い て は 、 小 保 内(2001)お よ び 。AsianDevel-

opmentOutlook1998Singaporepp50-54

注2EconomicOutlook1997111Meetingthechallengesofglobalization

intheadvancedeconomiesp54-59・2:AsianDevelopmentOutlook

1998P.212-213、InternationalIntegrationandthereturnstoskill

注3文 献:Low(1996)とLewis(1993)参 照

注4文 献:小 保 内(2001)参 照

注5文 献:小 保 内(2000)参 照

注6文 献:Low(1996)参 照

注7① は 、専 門 家 労 働 力 全 体 に 対 す る専 門 家 新 規 就 業 者 比 率 で あ る。一 方 ③

は 、 専 門 家 採 用 予 定 者 数 に 対 す る空 白率 で あ る。
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